


 

 

 

 型 分３類型別区分（生活関連型産業、基礎素材型産業及び加工組立型産業）でみると、生活関連型産業

は 32,741 人（構成比 17.7％）、基礎素材型産業は 64,379 人（同 34.8％）、加工組立型産業は 88,099

人（同 47.6％）となっています。                                        

 各産業の業種別従業者数の主なものをみると、生活関連型産業では食料品製造業 18,428 人 

（同 9.9％）、印刷・同関連産業 2,773 人（同 1.5％）などとなっています。 

 基礎素材型産業では、金属製品製造業 13,350 人（同 7.2％）、化学工業 10,925 人（同 5.9％）、プ

ラスチック製品製造業 10,382 人（同 5.6％）などとなっています。 

 加工組立型産業では、輸送用機械器具製造業 31,353 人（同 16.9％）一般機械器具製造業 20,013 人

（同 10.8％）などとなっています。                                                 （表 7）（図 5） 

13 年 14 年 15 年
実 数 構成比 実 数 構成比 対前年 実 数 構成比 対前年
（人） (%) （人） (%) 比(%) （人） (%) 比(%)

  総       数 194,423 100.0 187,696 100.0 -3.5 185,219 100.0 -1.3
生活関連型産業 36,628 18.8 33,635 17.9 -8.2 32,741 17.7 -2.7

09 食料 19,897 10.2 19,187 10.2 -3.6 18,428 9.9 -4.0
10 飲料 1,419 0.7 1,441 0.8 1.6 1,748 0.9 21.3
11 繊維 3,164 1.6 2,713 1.4 -14.3 2,521 1.4 -7.1
12 衣服 3,060 1.6 2,548 1.4 -16.7 2,537 1.4 -0.4
14 家具 2,409 1.2 2,074 1.1 -13.9 2,023 1.1 -2.5
16 印刷 3,259 1.7 2,716 1.4 -16.7 2,773 1.5 2.1
21 皮革 176 0.1 40 0.0 -77.3 x x x
32 その他 3,244 1.7 2,916 1.6 -10.1 x x x

基礎素材型産業 68,418 35.2 66,087 35.2 -3.4 64,379 34.8 -2.6
13 木材 3,818 2.0 3,350 1.8 -12.3 3,311 1.8 -1.2
15 紙 2,330 1.2 2,238 1.2 -3.9 2,265 1.2 1.2
17 化学 12,108 6.2 11,448 6.1 -5.5 10,925 5.9 -4.6
18 石油 1,406 0.7 1,319 0.7 -6.2 1,312 0.7 -0.5
19 プラスチック 10,287 5.3 9,324 5.0 -9.4 10,382 5.6 11.3
20 ゴム 6,319 3.3 6,161 3.3 -2.5 5,944 3.2 -3.5
22 窯業 11,719 6.0 10,782 5.7 -8.0 10,320 5.6 -4.3
23 鉄鋼 3,432 1.8 3,089 1.6 -10.0 3,138 1.7 1.6
24 非鉄 3,141 1.6 4,865 2.6 54.9 3,432 1.9 -29.5
25 金属 13,858 7.1 13,511 7.2 -2.5 13,350 7.2 -1.2

加工組立型産業 89,377 46.0 87,974 46.9 -1.6 88,099 47.6 0.1
26 機械 21,570 11.1 20,101 10.7 -6.8 20,013 10.8 -0.4
電気（旧分類） 36,280 18.7 - - - - - - 

27 電気（新分類） - - 17,956 9.6 -4.3 18,415 9.9 2.6
28 情報（新分類） - - 2,957 1.6 53.8 2,573 1.4 -13.0
29 電子（新分類） - - 14,727 7.8 -5.5 15,288 8.3 3.8
30 輸送 30,492 15.7 31,608 16.8 3.7 31,353 16.9 -0.8
31 精密 1,035 0.5 625 0.3 -39.6 457 0.2 -26.9

         者 移 従 以 業表7   業種別従業者数の推移(従業者4人以上の事業所)

注1:平成13年は旧分類、平成14年は新分類による経済産業省公表の確定数、平成15年は新分類による
    県集計の概数です。
注2:平成14年の対前年比の斜体字は参考値。  




